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豊中市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱 

制定 平成２９年１月３１日決裁 

豊健高第２９５７号 

改正 平成２９年４月２８日決裁 

豊 健 高 第 １ ６ ５ 号 

改正 平成２９年６月１２日決裁 

豊 健 高 第 ４ ９ ７ 号 

改正 平成３０年３月３０日決裁 

豊健高第２９００号 

改正 平成３０年７月３１日決裁 

豊健高第１０５５号 

改正  令和元年９月１７日決裁 

豊福政第１７５１号 

改正  令和３年３月３１日決裁 

豊福政第３９９２号 

改正  令和４年３月３１日決裁 

豊福政第４９４６号 

改正  令和４年７月２７日決裁 

豊福政第１９６９号 

改正  令和６年３月２９日決裁 

豊福政第４６０２号 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，豊中市が行う介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」とい

う。）第１１５条の４５第１項の規定に基づく介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総

合事業」という。）の実施に関し、法及び介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３

６号。以下「施行規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において使用する用語の意義は、法、介護保険法施行令（平成１０年政令

第４１２号。以下「政令」という。）、介護予防・日常生活支援総合事業の適切かつ有効な

実施を図るための指針（平成２７年厚生労働省告示第１９６号）及び地域支援事業実施要

綱（地域支援事業の実施について（平成１８年６月９日老発第０６０９００１号厚生労働

省老健局長通知）別紙）において使用する用語の例による。 

（事業の目的） 

第３条 総合事業は、地域の実情に応じて住民等の多様な主体が参画し、多様なサービスを

充実することにより、地域の支え合いの体制づくりを推進し、要支援者等に対する効果的

かつ効率的な支援等を可能にする事を目的とする。 
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（事業内容） 

第４条 総合事業における事業の構成は、次の各号に定めるとおりとする。 

 （１）介護予防・生活支援サービス事業 

   ア 法第１１５条の４５第１項第１号イに規定する第１号訪問事業（以下「訪問型サ

ービス」という。） 

   （ア）訪問介護相当サービス 

      法第１１５条の４５の３第１項に規定する指定事業者（以下「指定事業者」と

いう。）により実施する旧介護予防訪問介護に相当するサービス 

   （イ）共生型訪問介護相当サービス 

      障害福祉制度における居宅介護、重度訪問介護の指定を受けた事業者による

（ア）の訪問介護相当サービス 

（ウ）訪問型サービスＡ 

   指定事業者により実施する旧介護予防訪問介護の基準を緩和したサービス 

   （エ）訪問型サービスＢ 

      地域の住民を主体として有償又は無償のボランティア等により提供されるサ

ービス 

   イ 法第１１５条の４５第１項第１号ロに規定する第１号通所事業（以下「通所型サ

ービス」という。） 

   （ア）通所介護相当サービス 

      指定事業者により実施する旧介護予防通所介護に相当するサービス 

   （イ）共生型通所介護相当サービス 

      障害福祉制度における生活介護、自立訓練、児童発達支援、放課後等デイサー

ビスの指定を受けた事業者による（ア）の通所介護相当サービス 

（ウ）通所型サービスＡ 

   指定事業者により実施する旧介護予防通所介護の基準を緩和したサービス 

   （エ）通所型サービスＢ 

      地域の住民を主体として有償又は無償のボランティア等により提供されるサ

ービス 

   （オ）通所訪問型短期集中サービス 

      ３カ月から６カ月までの短期間で保健・医療の専門職等により提供されるサ

ービス 

   ウ 法第１１５条の４５第１項第１号ニに規定する第１号介護予防支援事業（以下

「介護予防ケアマネジメント」という。） 

   （ア）ケアマネジメントＡ 

      原則的な介護予防ケアマネジメント 

   （イ）ケアマネジメントＢ 

      簡略化した介護予防ケアマネジメント 
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   （ウ）ケアマネジメントＣ 

      初回のみの介護予防ケアマネジメント 

 （２）一般介護予防事業 

   （ア）介護予防把握事業 

   （イ）介護予防普及啓発事業 

   （ウ）地域介護予防活動支援事業 

   （エ）一般介護予防事業評価事業 

   （オ）地域リハビリテーション活動支援事業 

（総合事業の実施方法） 

第５条 総合事業は市が実施するものほか、次に掲げる方法により実施できる。 

 （１）指定事業者による実施 

（２）法第１１５条の４７第４項の規定による委託を受けた者による実施 

（３）施行規則第１４０条の６２の３第１項第２号の規定による補助を受ける者による

実施  

２ 前項各号に掲げる指定等の方法は、別に定めるところによる。 

（第１号事業の対象者） 

第６条 第４条第 1 号に掲げる第 1 号事業の対象者は、次のいずれかに該当するものとす

る。 

（１）施行規則第１４０条の６２の４第１号に規定する居宅要支援被保険者 

（２）施行規則第１４０条の６２の４第２号に規定する第１号被保険者（以下「事業対象

者」という。） 

（３）施行規則第１４０条の６２の４第３号に規定する居宅要介護被保険者であって、要

介護認定による介護給付に係る居宅サービス、地域密着型サービス及び施設サービス

並びにこれらに相当するサービス（以下この号において「要介護認定によるサービス」

という。）を受ける日以前に前２号のいずれかに該当し、第１号事業（第４条第１号事

業のうち前条第１項第３号の規定により市が補助するものに限る。以下この号におい

て同じ。）のサービスを受けていたもののうち、要介護認定によるサービスを受けた日

以後も継続的に第１号事業のサービスを受けるもの 

２ 前項の規定にかかわらず、訪問介護相当サービス及び通所介護相当サービスの対象者

は前項第１号及び第２号に該当するもののうち市長が別に定める基準を満たすものに限

る。 

３ 第１項の規定にかかわらず、共生型訪問介護相当サービス及び共生型通所介護相当サ

ービスの対象者は第１項第１号に掲げるもののうち、障害福祉制度において当該事業所

によるサービスを 65 歳に達する日の前日において利用していたものに限る。 

（第１号事業支給費） 

第７条 訪問型サービス（訪問型サービスＢを除く。以下同じ。）及び通所型サービス（通

所型サービスＢ及び通所訪問型短期集中サービスを除く。以下同じ。）の利用者に、法第
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１１５条の４５の３第２項により支給する第１号事業支給費の額は、別表第１に定める

単位に別表第２に定める単価を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは、こ

れを切り捨てた額（以下「第１号事業支給費用基準額」という。））に１００分の９０を乗

じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とする。なお、

第１号事業支給費のうち訪問型サービス及び通所型サービスに係るものについては、別

表第１に定めるもののほか、介護保険法施行規則第１４０条の６３の２第１項第１号に

規定する厚生労働大臣が定める基準の制定に伴う実施上の留意事項について（令和３年

３月１９日老認発０３１９００３号、厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課長通

知）に準ずるものとする。 

２ 法第５９条の２第１項に規定する政令で定める額以上である居宅要支援被保険者等に

支給する第１号事業支給費の額について、前項の規定を適用する場合においては、前項中

「１００分の９０」とあるのは「１００分の８０」とする。 

３ 法第５９条の２第２項に規定する同条第 1 項に規定する政令で定める額を超える政令

で定める額以上である居宅要支援被保険者等にあっては、第 1 項中「１００分の９０」と

あるのは「１００分の７０」とする。 

４ 介護予防ケアマネジメント費の額は、第１号事業支給費用基準額の１００分の１００

に相当する額とする。なお、第１号事業支給費のうち、第１号介護予防支援事業に係るも

のについては、別表第１に定めるもののほか、指定介護予防支援に要する費用の額の算定

に関する基準（平成１８年厚生省告示第１２９号）及び指定介護予防サービスに要する費

用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成１８年３月１

７日老計発第０３１７０００１号・老振発第０３１７００１号・老老発第０３１７００１

号、厚生労働省老健局計画・振興・老人保健課長連名通知）に準ずるものとする。 

（第１号事業支給費の審査及び支払） 

第８条 市長は、第１号事業支給費に係る審査及び支払に関する事務を、法第１１５条の４

５の３第６項の規定により大阪府国民健康保険団体連合会に委託して行う。 

（第１号事業に係る費用の支給限度額） 

第９条 居宅要支援被保険者が総合事業を利用する場合における訪問型サービス及び通所

型サービスに係る費用の支給限度額は、法第５５条第２項の規定に基づき厚生労働大臣

が定めるところにより算定した額の１００分の９０に相当する額とする。ただし、居宅要

支援被保険者が法第５２条に規定する予防給付を利用している場合は、総合事業及び予

防給付の限度額を一体的に算定するものとする。 

２ 事業対象者の支給限度額は、要支援認定により要支援１と認定された者に係る介護予 

防サービスに係るサービス費等区分支給限度基準額の１００分の９０に相当する額とす 

る。 

３ 法第５９条の２第１項に規定する政令で定める額以上である居宅要支援被保険者及び 

事業対象者（以下「居宅要支援被保険者等」という。）にあっては、前２項中「１００分 

の９０」とあるのは「１００分の８０」とする。 
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４ 法第５９条の２第２項に規定する同条第１項に規定する政令で定める額を超える政令

で定める額以上である居宅要支援被保険者等にあっては、第１項及び第２項中「１００分

の９０」とあるのは「１００分の７０」とする。 

５ 支給限度額の算入対象となるサービスは、訪問型サービス及び通所型サービスとする。 

（利用料等） 

第１０条 訪問型サービス及び通所型サービスの利用者は、当該サービスに係るサービス

費から第７条の規定により支給される第１号事業支給費の額を控除した額を利用料とし

て、当該サービスを提供した指定事業者に直接支払うものとする。 

２ 総合事業の実施の際に、食費、原材料費等の実費が生じたときは、当該実費は利用者の

負担とし、利用者が総合事業を実施する機関に直接支払うものとする。 

（高額介護予防サービス費相当事業費の支給） 

第１１条 市長は、訪問型サービス及び通所型サービスの利用に係る利用者負担額が著し

く高額であるときは、当該被保険者に対し、法第６１条に規定する高額介護予防サービス

費に相当する事業費を支給することができる。 

２ 前項の規定による事業費の支給にあたっては、法第６１条に定める規定を準用する。 

（高額医療合算介護予防サービス費相当事業費の支給） 

第１２条 市長は、訪問型サービス及び通所型サービスの利用に係る利用者負担額その他

の医療保険各法に係る利用者負担額等の合計額が著しく高額であるときは、法第６１条

の２に規定する高額医療合算介護予防サービス費に相当する事業費を支給することがで

きる。 

２ 前項の規定による事業費の支給にあたっては、法第６１条の２に定める規定を準用す

る。 

（第１号事業支給費の額の特例） 

第１３条 市長は、訪問型サービス及び通所型サービスの利用者が、災害その他特別な事情

があることにより第１０条第１項に規定する利用料を負担することが困難であると認め

るときは、居宅要支援被保険者等の申請により、第１号事業支給費の額の特例を決定する

ことができる。 

２ 第１号事業支給費の額の特例に関する基準は、市長が別に定める豊中市介護保険規則 

（平成１２年市規則第３６号）第３条の規定を準用する。 

３ 法第６０条に規定する介護予防サービス費等の額の特例を受けている居宅要支援被保

険者は、第１号事業支給費の額の特例を決定されたものとみなす。 

（報告等） 

第１４条 市長は、必要があると認めるときは、指定事業者又は指定事業者であった者に対

し報告若しくは帳簿書類の提出を求め、又は職員に当該事業所に立ち入り、実施状況等に

ついて質問若しくは調査させることができる。この場合において、当該事業者は、正当な

理由がない限りこれを拒んではならない。 
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（委任） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。ただし、この要綱の施行について必要

な準備行為は、要綱の施行日前においても行うことができる。 

２ この要綱は、平成２９年４月２８日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。 

３ この要綱は、平成２９年６月１２日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。 

４ この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

５ この要綱は、平成３０年８月１日から施行する。 

６ この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。 

７ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

８ この要綱は、令和４年４月 1日から施行する。 

９ この要綱は、令和４年１０月１日から施行する。 

１０ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

（業務継続計画未策定減算に係る経過措置） 

令和７年３月３１日までの間は、別表第１の訪問介護相当サービス費のイからロまでの

注７、共生型訪問介護相当サービス費のイからロまでの注７、訪問型サービスＡ費のイか

らニまでの注３、通所介護相当サービス費のイからロまでの注４、共生型通所介護相当サ

ービス費のイからロまでの注４、通所型サービスＡ費のイからロまでの注３、ケアマネジ

メントＡ費のイの注３、ケアマネジメントＢ費のイの注３、ケアマネジメントＣ費のイの

注３の規定は、適用しない。ただし、通所介護相当サービス費、共生型通所介護相当サー

ビス費、通所型サービスＡ費を算定している事業所は感染症の予防及びまん延の防止の

ための指針及び非常災害に関する具体的計画を策定していない場合は、この限りではな

い。 
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別表第 1  

単位数表 

１  訪問介護相当サービス費 

 イ １週当たりの標準的な回数を定める場合（1月につき） 

  (1) １週に１回程度の場合                      1,176 単位 

  (2) １週に２回程度の場合                                2,349 単位 

   (3) １週に２回を超える程度の場合                       3,727 単位 

 ロ １月当たりの回数を定める場合（１回につき） 

  (1) 標準的な内容の訪問介護相当サービスである場合         287 単位 

(2) 生活援助が中心である場合 

  ㈠ 所要時間 20分以上 45分未満の場合               179 単位 

  ㈡ 所要時間 45分以上の場合                    220 単位 

(3) 短時間の身体介護が中心である場合                163 単位 

注１ 利用者に対して、訪問介護相当サービス事業所（施行規則第１４０条の６３号の

６第一号に規定する厚生労働大臣が定める基準（令和 6 年厚生労働省告示第 86 号。

以下「指定相当訪問型サービス等基準」という。）第４条第１項に規定する指定相当

訪問型サービス事業所をいう。以下同じ。）の訪問介護員等（同項に規定する訪問介

護員等をいう。以下同じ。）が、訪問介護相当サービスを行った場合に、介護予防サ

ービス計画（指定相当訪問型サービス等基準第１４条に規定する介護予防サービス

計画をいう。以下同じ。）に位置付けられた標準的な回数又は内容で、それぞれ所定

単位数を算定する。 

注２ ロについては、1月につき、イ⑶に掲げる単位数の範囲で所定単位数を算定する。 

注３ ロ⑵については、単身の世帯に属する利用者又は家族若しくは親族（以下「家族

等」という。）と同居している利用者であって、当該家族等の障害、疾病等の理由に

より、当該利用者又は当該家族等が家事を行うことが困難であるものに対して、生活

援助（調理、洗濯、掃除等の家事の援助であって、これを受けなければ日常生活を営

むのに支障が生ずる利用者に対して行われるものをいう。）が中心である訪問介護相

当サービスを行った場合に、現に要した時間ではなく、訪問介護相当サービス計画

（指定相当訪問型サービス等基準第 40 条第２号に規定する訪問型サービス計画をい

う。以下同じ。）に位置づけられた内容の訪問介護相当サービスを行うのに要する標

準的な時間で所定単位数を算定する。 

注４ ロ⑶については、身体介護（利用者の身体に直接接触して行う介助並びにこれを

行うために必要な準備及び後始末並びに利用者の日常生活を営むのに必要な機能の

向上等のための介助及び専門的な援助をいう。以下同じ。）が中心である訪問介護相

当サービスを行った場合に所定単位数を算定する。 

注５ イ並びにロ⑴及び⑶については、施行規則第 22 条の 23 第１項に規定する生活

援助従事者研修課程の修了者が身体介護に従事した場合は、当該月において算定し
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ない。 

注６ 別に厚生労働大臣が定める基準（「平成 27 年厚生労働省告示第 95 号」をいう。

以下「厚生省告示第 95号」という。）を満たさない場合は、高齢者虐待防止措置未実

施減算として、所定単位数の 100 分の１に相当する単位数を所定単位数から減算す

る。 

注７ 厚生省告示第 95号を満たさない場合は、業務継続計画未策定減算として、所定

単位数の 100 分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

注８ 訪問介護相当サービス事業所の所在する建物と同一の敷地内若しくは隣接する

敷地内の建物若しくは訪問介護相当サービス事業所と同一の建物（以下この注にお

いて「同一敷地内建物等」という。）に居住する利用者（訪問介護相当サービス事業

所における１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に 50人以上居住する建物に居住

する利用者を除く。）又は訪問介護相当サービス事業所における１月当たりの利用者

が同一の建物に 20人以上居住する建物（同一敷地内建物等を除く。）に居住する利用

者に対して、訪問介護相当サービスを行った場合は、所定単位数の 100 分の 90に相

当する単位数を算定し、訪問介護相当サービス事業所における１月当たりの利用者

が同一敷地内建物等に 50人以上居住する建物に居住する利用者に対して、訪問介護

相当サービスを行った場合は、所定単位数の 100 分の 85 に相当する単位数を算定す

る。ただし、厚生省告示第 95号に該当する訪問介護相当サービス事業所が、同一敷

地内建物等に居住する利用者（訪問介護相当サービス事業所における１月あたりの

利用者が同一敷地内建物等に 50 人以上居住する建物に居住する利用者を除く。）に

対して、訪問介護相当サービスを行った場合は、所定単位数の 100 分の 88に相当す

る単位数を算定する。 

注９ 利用者が介護予防特定施設入居者生活介護、介護予防小規模多機能型居宅介護、

介護予防認知症対応型共同生活介護、共生型訪問介護相当サービス又は訪問型サー

ビスＡを受けている間は、訪問介護相当サービス費は、算定しない。 

注１０ イについて、利用者が一の訪問介護相当サービス事業所において訪問介護相

当サービスを受けている間は、当該問介護相当サービス事業所以外の訪問介護相当

サービス事業所が訪問介護相当サービスを行った場合に、訪問介護相当サービス費

は、算定しない。 

 

ハ 初回加算                       200 単位（1 月につき） 

注 訪問介護相当サービス事業所において、新規に訪問介護相当サービス計画を作成

した利用者に対して、サービス提供責任者（指定相当訪問型サービス等基準第４条第

２項に規定するサービス提供責任者に相当する者をいう。以下同じ。）が初回若しく

は初回の訪問介護相当サービスを行った日の属する月に訪問介護相当サービスを行

った場合又は当該訪問介護相当サービス事業所のその他の訪問介護員等が初回若し

くは初回の訪問介護相当サービスを行った日の属する月に訪問介護相当サービスを
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行った際にサービス提供責任者が同行した場合は、１月につき所定単位数を加算す

る。 

 

ニ 生活機能向上連携加算 

⑴ 生活機能向上連携加算（Ⅰ）               100 単位（1月につき） 

⑵ 生活機能向上連携加算（Ⅱ）                200 単位（1月につき） 

注 1 ⑴について、サービス提供責任者が、指定介護予防訪問リハビリテーション事業

所（指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービ

ス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（以下「指定介護予防

サービス基準」という。）第 79条第１項に規定する指定介護予防訪問リハビリテーシ

ョン事業所をいう。以下同じ。） 、指定介護予防通所リハビリテーション事業所（ 指

定介護予防サービス基準第 117 条第１項に規定する指定介護予防通所リハビリテー

ション事業所をいう。以下同じ。）又はリハビリテーションを実施している医療提供

施設（医療法（ 昭和 23年法律第 205 号） 第１条の２第２項に規定する医療提供施

設をいい、病院にあっては、許可病床数が 200 床未満のもの又は当該病院を中心とし

た半径４キロメートル以内に診療所が存在しないものに限る。注２において同じ。）

の医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の助言に基づき、生活機能の向上を

目的とした訪問介護相当サービス計画を作成し、当該訪問介護相当サービス計画に

基づく訪問介護相当サービスを行ったときは、初回の当該訪問介護相当サービスが

行われた日の属する月に、所定単位数を加算する。 

注２ ⑵について、利用者に対して、指定介護予防訪問リハビリテーション事業所、指

定介護予防通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している

医療提供施設の医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、指定介護予防訪問

リハビリテーション（指定介護予防サービス基準第 78条に規定する指定介護予防訪

問リハビリテーションをいう。以下同じ。）、指定介護予防通所リハビリテーション

（指定介護予防サービス基準第 116 条に規定する指定介護予防通所リハビリテーシ

ョンをいう。以下同じ。）等の一環として当該利用者の居宅を訪問する際にサービス

提供責任者が同行する等により、当該医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士

と利用者の身体の状況等の評価を共同して行い、かつ、生活機能の向上を目的とした

訪問介護相当サービス計画を作成した場合であって、当該医師、理学療法士、作業療

法士又は言語聴覚士と連携し、当該訪問介護相当サービス計画に基づく訪問介護相

当サービスを行ったときは、初回の当該訪問介護相当サービスが行われた日の属す

る月以降３月の間、１月につき所定単位数を加算する。ただし、⑴を算定している場

合は、算定しない。 

 

 ホ 口腔連携強化加算                       50 単位 

  注 厚生省告示第 95号に適合しているものとして、市長に対し、老健局長が定める様式
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による届出を行った訪問介護相当サービス事業所の従業者が、口腔の健康状態の評価

を実施した場合において、利用者の同意を得て、歯科医療機関及び担当職員（指定介

護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のた

めの効果的な支援の方法に関する基準（平成 18年厚生労働省令第 37号）第２条第１

項に規定する担当職員をいう。）、介護支援専門員（同条第２項に規定する介護支援専

門員をいう。）又は第一号介護予防支援事業（法第１１５条の４５第１項第１号ニに規

定する第一号介護予防支援事業をいう。）に従事する者に対し、当該評価の結果の情報

提供を行ったときは、口腔連携強化加算として、1 月に 1 回に限り所定単位数を加算

する。 

 

へ 介護職員処遇改善加算 

注１ 厚生省告示第 95 号に適合している介護職員の賃金の改善等を実施しているもの

として市長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った訪問介護相当サービ

ス事業所が、利用者に対し、訪問介護相当サービスを行った場合は、当該告示に掲げ

る区分に従い、令和 6年 5月 31 日までの間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算

する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ

るその他の加算は算定しない。 

⑴ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) イからホまでにより算定した単位数の 1000 分の 137

に相当する単位数 

⑵ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) イからホまでにより算定した単位数の 1000 分の 100

に相当する単位数 

⑶ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) イからホまでにより算定した単位数の 1000 分の 55 に

相当する単位数 

注２ 介護職員処遇改善加算については、第９条の支給限度額の対象外の算定項目と

する。 

 

ト 介護職員等特定処遇改善加算 

注１ 厚生省告示第 95 号に適合している介護職員等の賃金の改善等を実施しているも

のとして市長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った訪問介護相当サー

ビス事業所が、利用者に対し、訪問介護相当サービスを行った場合は、当該告示に掲

げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるい

ずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しな

い。 

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ) イからホまでにより算定した単位数の 1000 分

の 63に相当する単位数 

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ) イからホまでにより算定した単位数の 1000 分

の 42に相当する単位数 
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注２ 介護職員等特定処遇改善加算については、第９条の支給限度額の対象外の算定

項目とする。 

 

チ 介護職員等ベースアップ等支援加算 

注１ 厚生省告示第 95 号に適合している介護職員等の賃金の改善等を実施しているもの

として市長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った訪問介護相当サービス

事業所が、利用者に対し、訪問介護相当サービスを行った場合は、イからホまでにより

算定した単位数の 1000 分の 24に相当する単位数を所定単位数に加算する。 

注２ 介護職員等ベースアップ等支援加算については、第９条の支給限度額の対象外の

算定項目とする。 

 

２  共生型訪問介護相当サービス費 

  共生型訪問介護相当サービス費については、訪問介護相当サービス費のイからチの算

定要件等の規定を準用する。 

 

３  訪問型サービスＡ費 

イ 所要時間 20 分以上 45 分未満の場合            179 単位（1回につき） 

ロ 所要時間が 45分以上の場合                220 単位（1回につき） 

ハ 事業所対象者・要支援 1（1月の上限）                 1,035 単位（1月につき) 

ニ 要支援 2（1月の上限）                  2,037 単位(1 月につき） 

注１ 利用者に対して、訪問型サービスＡ事業所（訪問型サービスＡの事業を行う事業

所をいう。以下同じ。）の従事者（訪問型サービスＡの提供に当たる介護福祉士、整

備法第５条の規定による改正前の法第８条の２第２項に規定する政令で定める者、

施行規則第 22 条の 23 第２項に規定する生活援助従事者研修課程の修了者又は市長

が指定する研修受講者をいう。以下「訪問型従事者」という。）が、訪問型サービス

Ａを行った場合に、介護予防サービス計画に位置付けられた回数で、それぞれ所定単

位数を算定する。ただし、事業対象者、要支援 1である者に対しては、1月につきハ

に掲げる単位数の範囲で所定単位数を、要支援 2である者に対しては、1月につきニ

に掲げる単位数の範囲で所定単位数を算定する。 

注２ 高齢者虐待防止措置未実施減算として、訪問介護相当サービス費のイ・ロの注６

の規定を準用する。 

注３ 業務継続計画未策定減算として、訪問介護相当サービス費のイ・ロの注７の規定

を準用する。 

注４ 訪問型サービスＡ事業所の所在する建物と同一の敷地内若しくは隣接する敷地

内の建物若しくは訪問型サービスＡ事業所と同一の建物（以下この注において「同一

敷地内建物等」という。）に居住する利用者（訪問型サービスＡ事業所における１月

当たりの利用者が同一敷地内建物等に 50人以上居住する建物に居住する利用者を除
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く。）又は訪問型サービスＡ事業所における１月当たりの利用者が同一の建物に 20人

以上居住する建物（同一敷地内建物等を除く。）に居住する利用者に対して、訪問型

サービスＡを行った場合は、所定単位数の 100 分の 90 に相当する単位数を算定し、

訪問型サービスＡ事業所における１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に 50 人以

上居住する建物に居住する利用者に対して、訪問型サービスＡを行った場合は、所定

単位数の 100 分の 85 に相当する単位数を算定する。ただし、正当な理由なく、訪問

型サービスＡ事業所において、算定日が属する月の前６月間に提供した訪問型サー

ビスＡの提供総数のうち、同一敷地内建物等に居住する利用者に提供されたものの

占める割合が 100 分の 90以上である訪問型サービスＡ事業所が、同一敷地内建物等

に居住する利用者（訪問型サービスＡ事業所における１月あたりの利用者が同一敷

地内建物等に 50 人以上居住する建物に居住する利用者を除く。）に対して、訪問型サ

ービスＡを行った場合は、所定単位数の 100 分の 88 に相当する単位数を算定する。 

注５ 利用者が介護予防特定施設入居者生活介護、介護予防小規模多機能型居宅介護、

介護予防認知症対応型共同生活介護又は訪問介護相当サービス（共生型含む）を受け

ている間は、訪問型サービスＡ費は、算定しない。 

注６ 利用者が一の訪問型サービスＡ事業所において訪問型サービスＡを受けている

間は、当該訪問型サービスＡ事業所以外の訪問型サービスＡ事業所が訪問型サービ

スＡを行った場合に、訪問型サービスＡ費は、算定しない。 

 

 ホ 初回加算                      200 単位（1月につき） 

  注 初回加算については、訪問介護相当サービス費の初回加算の算定要件等の規定を

準用する。この場合において「訪問介護相当サービス計画」とあるのは「訪問型サ

ービスＡ計画」と、「サービス提供責任者」とあるのは「訪問事業責任者（訪問型

従事者のうち、専ら訪問型サービスＡに従事するもの）」と読み替えるものとす

る。ただし、サービス提供責任者たる資格を有する訪問事業責任者を配置している

場合のみ算定できるものとする。 

 

ヘ 介護職員処遇改善加算 

  注 介護職員処遇改善加算については、訪問介護相当サービス費の介護職員処遇改善

加算の算定要件等の規定を準用する。この場合において、「イからホまで」とあるの

は、「訪問型サービスＡ費のイからホまで」と読み替えるものとする。 

 

ト 介護職員等特定処遇改善加算 

  注 介護職員等特定処遇改善加算については、訪問介護相当サービス費の介護職員等

特定処遇改善加算の算定要件等の規定を準用する。この場合において、「イからホま

で」とあるのは、「訪問型サービスＡ費のイからホまで」と読み替えるものとする。 
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チ 介護職員等ベースアップ等支援加算 

  注 介護職員等ベースアップ等支援加算については、訪問介護相当サービス費の介護

職員等ベースアップ等支援加算の算定要件等の規定を準用する。この場合において、

「イからホまで」とあるのは、「訪問型サービスＡ費のイからホまで」と読み替える

ものとする。 

 

リ 軽度化加算                       30 単位（1月につき） 

注１ 介護度が軽度化（要支援 2 から要支援 1 もしくは要介護要支援認定非該当（事

業対象者含む）、要支援 1から要介護要支援認定非該当（事業対象者除く））した場

合、単位数に利用月数（12 月上限）を乗じて得た単位数を軽度化前最終利用月に

算定するものとする。 

注２ 軽度化加算に係る第 1 号事業支給費は、第 7 条第 1 項の規定にかかわらず、当

該単位数に別表第 2 に定める単価を乗じて得た額（その額に 1 円未満の端数があ

るときは、これを切り捨て額）とする。 

注３ 軽度化加算については、第９条の支給限度額の対象外の算定項目とする。 

 

ヌ 災害時訪問計画加算 

（1）災害時訪問計画加算(Ⅰ)                10 単位（1月につき） 

（2）災害時訪問計画加算(Ⅱ)                  20 単位（1月につき） 

注 （1）については市長が別に定める基準を満たす災害時訪問計画、（2）については

市長が別に定める基準を満たす要介護者を含めた災害時訪問計画を市長に届け出

た場合に令和７年３月 31日までの間、算定できるものとする。 

 

４ 通所介護相当サービス費 

イ １週当たりの標準的な回数を定める場合（１月につき） 

 ⑴ 要支援１                           1,798 単位 

 ⑵ 要支援２                           3,621 単位 

ロ １月当たりの回数を定める場合（１回につき） 

 ⑴ 要支援１                            436 単位 

 ⑵ 要支援２                            447 単位 

注１ 看護職員（指定相当訪問型サービス等基準第４８条第２号に規定する看護職員

をいう。以下同じ。）又は介護職員の員数を置いているものとして市長に対し、老健

局長が定める様式による届出を行った通所介護相当サービス事業所（同条第１項に

規定する指定相当通所型サービスの事業を行う事業所をいう。以下同じ。）において、

通所介護相当サービスを行った場合に、介護予防サービス計画に位置付けられた標

準的な回数又は内容で、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、利用者の数又は

看護職員若しくは介護職員の員数が厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び
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看護職員等の員数の基準並びに通所介護費等の算定方法（平成 12 年厚生省告示第

27 号をいう。以下「厚生省告示第 27 号」という。）に該当する場合は、厚生省告示

第 27号により算定する。 

注２ ロ⑴については、１月につき４回、ロ⑵については、１月に８回を限度として、

所定単位数を算定する。 

注３ 厚生省告示第 95 号を満たさない場合は、高齢者虐待防止措置未実施減算として、

所定単位数の 100 分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

注４ 厚生省告示第 95号を満たさない場合は、業務継続計画未策定減算として、所定

単位数の 100 分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

注５ 利用者が介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介護、介護予防特定

施設入居者生活介護、介護予防小規模多機能型居宅介護、介護予防認知症対応型共同

生活介護、共生型通所介護相当サービス又は通所型サービスＡを受けている間は、通

所介護相当サービス費は、算定しない。 

注６ イについて、利用者が一の通所介護相当サービス事業所において通所介護相当

サービスを受けている間は、当該通所介護相当サービス事業所以外の通所介護相当

サービス事業所が通所介護相当サービスを行った場合に、通所介護相当サービス費

は、算定しない。 

注７ 通所介護相当サービス事業所と同一建物に居住する者又は通所介護相当サービ

ス事業所と同一建物から当該通所介護相当サービス事業所に通う者に対し、通所介

護相当サービスを行った場合は、次に掲げる区分に応じ、１月につき次に掲げる単位

数を所定単位数から減算する。ただし、傷病により一時的に送迎が必要であると認め

られる利用者その他やむを得ない事情により送迎が必要であると認められる利用者

に対して送迎を行った場合は、この限りでない。 

⑴ イ⑴を算定している場合（１月につき）             376 単位 

⑵ イ⑵を算定している場合（１月につき）             752 単位 

⑶ ロを算定している場合（１回につき）               94 単位 

  注８ 利用者に対して、その居宅と通所介護相当サービス事業所との間の送迎を行わ

ない場合は、片道につき 47 単位（イ⑴を算定している場合は１月につき 376 単位を、

イ⑵を算定している場合は１月につき 752 単位を限度とする。）を所定単位数から減

算する。ただし、注７を算定している場合は、この限りではない。 

 

ハ 生活機能向上グループ活動加算             100 単位（1 月につき） 

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市長に対し、老健局長が定

める様式による届出を行い、かつ、利用者の生活機能の向上を目的として共通の課題

を有する複数の利用者からなるグループに対して実施される日常生活上の支援のた

めの活動（以下「生活機能向上グループ活動サービス」という。）を行った場合は、

１月につき所定単位数を加算する。ただし、この場合において、同月中に利用者に対
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し、栄養改善加算、口腔機能向上加算又は一体的サービス提供加算のいずれかを算定

している場合は、算定しない。 

⑴ 生活相談員、看護職員、介護職員、機能訓練指導員（理学療法士、作業療法士、言

語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓

練指導員を配置した事業所で６月以上勤務し、機能訓練指導に従事した経験を有す

るはり師又はきゅう師を含む。）その他通所介護相当サービス従業者が共同して、利

用者ごとに生活機能の向上の目標を設定した通所介護相当サービス計画（指定相当

訪問型サービス等基準第６３条第２号に規定する通所型サービス計画をいう。以下

同じ。）を作成していること。 

⑵ 通所介護相当サービス計画の作成及び実施において利用者の生活機能の向上に資

するよう複数の種類の生活機能向上グループ活動サービスの項目を準備し、その項

目の選択に当たっては、利用者の生活意欲が増進されるよう利用者を援助し、利用者

の心身の状況に応じた生活機能向上グループ活動サービスが適切に提供されている

こと。 

⑶ 利用者に対し、生活機能向上グループ活動サービスを１週につき１回以上行って

いること。 

 

ニ 若年性認知症利用者受入加算              240 単位（1 月につき） 

注 受け入れた若年性認知症利用者（政令第２条第６号に規定する初老期における認

知症によって要支援者となったものをいう。以下同じ。）ごとに個別の担当者を定め

ているものとして市長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った通所介護

相当サービス事業所において、若年性認知症利用者に対して通所介護相当サービス

を行った場合は、１月につき所定単位数を加算する。 

 

ホ 栄養アセスメント加算                 50 単位（1月につき） 

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市長に対し、老健局長が定

める様式による届出を行った通所介護相当サービス事業所において、利用者に対し

て、管理栄養士が介護職員等と共同して栄養アセスメント（利用者ごとの低栄養状態

のリスク及び解決すべき課題を把握することをいう。以下この注において同じ。）を

行った場合は、１月につき所定単位数を加算する。ただし、当該利用者が栄養改善加

算又は一体的サービス提供加算の算定に係る栄養改善サービスを受けている間及び

当該栄養改善サービスが終了した日の属する月は、算定しない。 

⑴ 当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理栄養士を１名以上配置し

ていること。 

⑵ 利用者ごとに、管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者（ト

の注において「管理栄養士等」という。）が共同して栄養アセスメントを実施し、当

該利用者又はその家族に対してその結果を説明し、相談等に必要に応じ対応するこ
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と。 

⑶ 利用者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し、栄養管理の実施に当たっ

て、当該情報その他栄養管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用して

いること。 

⑷ 利用者の数又は看護職員若しくは介護職員の員数が厚生省告示第 27 号のいずれに

も該当しない通所介護相当サービス事業所であること。 

 

ヘ 栄養改善加算                      200 単位（1月につき） 

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市長に対し、老健局長が定

める様式による届出を行い、かつ、低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある利

用者に対して、当該利用者の低栄養状態の改善等を目的として、個別的に実施される

栄養食事相談等の栄養管理であって、利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると

認められるもの（以下「栄養改善サービス」という。）を行った場合は、１月につき所

定単位数を加算する。 

⑴ 当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理栄養士を１名以上配置し

ていること。 

⑵ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士等が共同して、利用者ごとの

摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計画を作成していること。 

⑶ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い、必要に応じて当該利用者の居宅を訪問し、管理

栄養士等が栄養改善サービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に

記録していること。 

⑷ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価していること。 

⑸ 利用者の数又は看護職員若しくは介護職員の員数が厚生省告示第 27 号のいずれに

も該当しない通所介護相当サービス事業所であること。 

 

ト 口腔機能向上加算 

注 厚生省告示第 95 号に適合しているものとして市長に対し、老健局長が定める様式

による届出を行い、かつ、口腔機能が低下している利用者又はそのおそれのある利用者

に対して、当該利用者の口腔機能の向上を目的として、個別的に実施される口腔清掃の

指導若しくは実施又は摂食・嚥下機能に関する訓練の指導若しくは実施であって、利用

者の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下この注及びリにおい

て「口腔機能向上サービス」という。）を行った場合は、当該告示に掲げる区分に従い、

１月につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの

加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

（1）口腔機能向上加算（Ⅰ）                 150 単位（1月につき） 

（2）口腔機能向上加算（Ⅱ）                 160 単位（1月につき） 
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チ 一体的サービス提供加算                 480 単位（1月につき） 

注 厚生省告示第 95 号に適合しているものとして、市長に対し、老健局長が定める様

式による届出を行った通所介護相当サービス事業所が、利用者に対し、栄養改善サー

ビス又は口腔機能向上サービスをいずれも実施した場合に、１月につき所定単位数を

加算する。ただし、ヘ又はトを算定している場合は、算定しない。 

 

リ サービス提供体制強化加算 

注１ 厚生省告示第 95号に適合しているものとして市長に対し、老健局長が定める様

式による届出を行った通所介護相当サービス事業所が利用者に対し通所介護相当サ

ービスを行った場合は、当該告示に掲げる区分に従い、利用者の区分に応じて１月に

つき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定し

ている場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

⑴ サービス提供体制強化加算(Ⅰ) 

サービス提供体制強化加算(Ⅰ)(一)(要支援１)       88 単位（1月につき） 

サービス提供体制強化加算(Ⅰ)(二)(要支援２）      176 単位（１月につき） 

⑵ サービス提供体制強化加算(Ⅱ) 

サービス提供体制強化加算(Ⅱ)(一)(要支援１)      72 単位（1月につき） 

サービス提供体制強化加算(Ⅱ)(二)(要支援２）      144 単位（１月につき） 

⑶ サービス提供体制強化加算(Ⅲ) 

サービス提供体制強化加算(Ⅲ)(一)(要支援１)      24 単位（1月につき） 

サービス提供体制強化加算(Ⅲ)(二)(要支援２)       48 単位（１月につき） 

注２ サービス提供体制強化加算については、第９条の支給限度額の対象外の算定項目

となる。 

 

ヌ 生活機能向上連携加算 

注 厚生省告示第 95 号に適合しているものとして市長に対し、老健局長が定める様式

による届出を行った通所介護相当サービス事業所において、外部との連携により、利

用者の身体の状況等の評価を行い、かつ、個別機能訓練計画を作成した場合には、当

該告示に掲げる区分に従い、（1）については、利用者の急性増悪等により当該個別機

能訓練計画を見直した場合を除き３月に１回を限度として、１月につき、（2）につい

ては１月につき、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるい

ずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しな

い。 

⑴ 生活機能向上連携加算(Ⅰ)               100 単位（1 月につき） 

⑵ 生活機能向上連携加算(Ⅱ)               200 単位（1 月につき） 

 

ル 口腔・栄養スクリーニング加算 
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注 厚生省告示第 95 号に適合する通所介護相当サービス従業者が、利用開始時及び利

用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態のスクリーニング又は栄養状態のスクリー

ニングを行った場合に、次に掲げる区分に応じ、１回につき次に掲げる単位数を所定

単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合において

は、次に掲げるその他の加算は算定せず、当該利用者について、当該事業所以外で既

に口腔・栄養スクリーニング加算を算定している場合にあっては算定しない。 

⑴ 口腔・栄養スクリーニング加算(Ⅰ)            20 単位（1回につき） 

⑵ 口腔・栄養スクリーニング加算(Ⅱ)             5 単位（1 回につき） 

 

ヲ 科学的介護推進体制加算                 40 単位（1月につき） 

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市長に対し、老健局長が定め

る様式による届出を行った通所介護相当サービス事業所が、利用者に対し通所介護相

当サービスを行った場合は、１月につき所定単位数に加算する。 

⑴ 利用者ごとのＡＤＬ値（ＡＤＬの評価に基づき測定した値をいう。）、栄養状態、口

腔機能、認知症（法第５条の２第１項に規定する認知症をいう。）の状況その他の入

所者の心身の状況等に係る基本的な情報を、厚生労働省に提出していること。 

⑵ 必要に応じて通所介護相当サービス計画を見直すなど、通所介護相当サービスの

提供に当たって、⑴に規定する情報その他通所介護相当サービスを適切かつ有効に

提供するために必要な情報を活用していること。 

 

ワ 介護職員処遇改善加算 

注１ 厚生省告示第 95 号に適合している介護職員の賃金の改善等を実施しているもの

として市長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った通所介護相当サービ

ス事業所が、利用者に対し、通所介護相当サービスを行った場合は、当該告示に掲げ

る区分に従い、令和６年５月３１日までの間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算

する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ

るその他の加算は算定しない。 

⑴  介護職員処遇改善加算(Ⅰ) イからヲまでにより算定した単位数の 1000 分の 59

に相当する単位数 

⑵  介護職員処遇改善加算(Ⅱ) イからヲまでにより算定した単位数の 1000 分の 43

に相当する単位数 

⑶  介護職員処遇改善加算(Ⅲ) イからヲまでにより算定した単位数の 1000 分の 23

に相当する単位数 

注２ 介護職員処遇改善加算については、第９条の支給限度額の対象外の算定項目と

する。  

 

カ 介護職員等特定処遇改善加算 



19 

 

注１ 厚生省告示第 95 号に適合している介護職員等の賃金の改善等を実施しているも

のとして市長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った通所介護相当サー

ビス事業所が、利用者に対し、通所介護相当サービスを行った場合は、当該告示に掲

げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるい

ずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しな

い。 

⑴  介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ) イからヲまでにより算定した単位数の 1000 分

の 12に相当する単位数 

⑵  介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ) イからヲまでにより算定した単位数の 1000 分

の 10に相当する単位数 

注２ 介護職員特定処遇改善加算については、第９条の支給限度額の対象外の算定項

目とする。 

 

ヨ 介護職員等ベースアップ等支援加算 

注１ 厚生省告示第 95 号に適合している介護職員等の賃金の改善等を実施しているも

のとして市長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った通所介護相当サー

ビス事業所が、利用者に対し、通所介護相当サービスを行った場合は、イからヲまで

により算定した単位数の 1000 分の 11 に相当する単位数を所定単位数に加算する。 

注２ 介護職員等ベースアップ等支援加算については、第９条の支給限度額の対象外

の算定項目とする。 

 

５ 共生型通所介護相当サービス費 

共生型通所介護相当サービス費については、通所介護相当サービス費のイからヨの算

定要件等の規定を準用する。この場合において、通所介護相当サービス費イの注 1中「看

護職員又は介護職員の員数を置いているもの」とあるのは「指定生活介護事業所（指定障

害福祉サービス基準条例第８０条第１項に規定する指定生活介護事業所をいう。）、指定

自立訓練（機能訓練）事業所（指定障害福祉サービス基準条例第１４３条第１項に規定す

る指定自立訓練（機能訓練）事業所をいう。）、指定自立訓練（生活訓練）事業所（指定障

害福祉サービス基準条例第１５３条第１項に規定する指定自立訓練（生活訓練）事業所を

いう。）、指定児童発達支援事業所（指定通所支援基準第５条第１項に規定する指定児童発

達支援事業所をいう。）又は指定放課後等デイサービス事業所（指定通所支援基準第６６

条第１項に規定する指定放課後等デイサービス事業所をいう。）（以下「指定生活介護事業

所等」という。）の従業者の員数が、当該指定生活介護事業所等が提供する指定生活介護

（指定障害福祉サービス基準条例第７９条に規定する指定生活介護をいう。）、指定自立

訓練（機能訓練）（指定障害福祉サービス基準条例第１４２条に規定する指定自立訓練（機

能訓練）をいう。）、指定自立訓練（生活訓練）（指定障害福祉サービス基準条例第１５２

条に規定する指定自立訓練（生活訓練）をいう。）、指定児童発達支援又は指定放課後等デ
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イサービス（以下「指定生活介護等」という。）の利用者の数を指定生活介護等の利用者

及び共生型通所介護相当サービスの利用者の数の合計数であるとした場合における当該

指定生活介護事業所等として必要とされる数以上であるもの」と、「利用者の数又は看護

職員若しくは介護職員の員数が厚生省告示第 27号に該当する場合は、厚生省告示第 27号

により算定する。」とあるのは「利用者（共生型通所介護相当サービス及び指定生活介護

等の利用者をいう。）の数が利用定員を超えた場合若しくは指定生活介護事業所等として

人員基準上満たすべき員数を下回った場合には、所定単位数に 70/100 を乗じる」と、通

所介護相当サービス費の栄養アセスメント加算、栄養改善加算の文中「利用者の数又は看

護職員若しくは介護職員の員数が厚生省告示第 27号のいずれにも該当しない」とあるの

は「利用者（共生型通所介護相当サービス及び指定生活介護等の利用者をいう。）の数が

利用定員を超えない場合若しくは指定生活介護事業所等として人員基準上満たすべき員

数を満たしている」と読み替えるものとする。 

 

６ 通所型サービスＡ費 

イ 通所型サービスＡ費(Ⅰ)(所要時間が 3時間未満）  

（1） 通所型サービスＡ費(Ⅰ)(事業対象者・要支援 1）   335 単位（1回につき） 

（2） 通所型サービスＡ費(Ⅰ)(事業対象者・要支援 1）  1,460 単位（1月につき） 

（3） 通所型サービスＡ費(Ⅰ)(要支援 2）         335 単位（1回につき） 

（4） 通所型サービスＡ費(Ⅰ)(要支援 2）        2,909 単位（1月につき） 

ロ 通所型サービスＡ費(Ⅱ)(所要時間が 3時間以上） 

（1） 通所型サービスＡ費(Ⅱ)(事業対象者・要支援 1）   356 単位（1回につき） 

（2） 通所型サービスＡ費(Ⅱ)(事業対象者・要支援 1）  1,548 単位（1月につき） 

（3） 通所型サービスＡ費(Ⅱ)(要支援 2）         356 単位（1回につき） 

（4） 通所型サービスＡ費(Ⅱ)(要支援 2）        3,084 単位（1月につき） 

注１ 通所型サービスＡ事業所ごとに置くべき従事者の員数を置いているものとして

市長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った通所型サービスＡ事業所（通

所型サービスＡの事業を行う事業所をいう。以下同じ。）において、通所型サービス

Ａを行った場合に、次に掲げる区分に応じ、イ（1）、イ（3）、ロ（1）、ロ（3）につ

いては１回につき、イ（2）、イ（4）、ロ（2）、ロ（4）については 1月につき、それ

ぞれ所定単位数を算定する。ただし、通所型サービスＡの利用者数が利用定員を超え

る場合又は従事者の員数が基準に満たない場合は所定単位数に 70/100 を乗じる 

イ（1） 通所型サービスＡ費(Ⅰ) 事業対象者及び要支援状態区分が要支援１である者

に対して、週に 1回（月 4回まで）通所型サービスＡを行った場合 

イ（2） 通所型サービスＡ費(Ⅰ) 事業対象者及び要支援状態区分が要支援１である者

に対して、週に 1回（月 4回超）通所型サービスＡを行った場合 

イ（3） 通所型サービスＡ費(Ⅰ) 要支援状態区分が要支援２である者に対して、週 2

回（月 8回まで）通所型サービスＡを行った場合 
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イ（4） 通所型サービスＡ費(Ⅰ) 要支援状態区分が要支援２である者に対して、週 2

回（月 8回超）通所型サービスＡを行った場合 

ロ（1） 通所型サービスＡ費(Ⅱ) 事業対象者及び要支援状態区分が要支援１である者

に対して、週に 1回（月 4回まで）通所型サービスＡを行った場合 

ロ（2） 通所型サービスＡ費Ⅱは事業対象者及び要支援状態区分が要支援１である者

に対して、週に 1回（月 4回超）通所型サービスＡを行った場合 

ロ（3） 通所型サービスＡ費(Ⅱ) 要支援状態区分が要支援２である者に対して、週 2

回（月 8回まで）通所型サービスＡを行った場合 

ロ（4） 通所型サービスＡ費(Ⅱ) 要支援状態区分が要支援２である者に対して、週 2

回（月 8回超）通所型サービスＡを行った場合 

注２ 高齢者虐待防止措置未実施減算として、通所介護相当サービス費のイ・ロの注３

を準用する。 

注３ 業務継続計画未策定減算として、通所介護相当サービス費のイ・ロの注３を準用

する。 

注４ 利用者が介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介護、介護予防特定

施設入居者生活介護、介護予防小規模多機能型居宅介護、介護予防認知症対応型共同

生活介護又は通所介護相当サービス（共生型含む）を受けている間は、通所型サービ

スＡ費は、算定しない。 

注５ 利用者が一の通所型サービスＡ事業所において通所型サービスＡを受けている

間は、当該通所型サービスＡ事業所以外の通所型サービスＡ事業所が通所型サービ

スＡを行った場合に、通所型サービスＡ費は、算定しない。 

注６ 通所型サービスＡ事業所と同一建物に居住する者又は通所型サービスＡ事業所

と同一建物から当該通所型サービスＡ事業所に通う者に対し、通所型サービスＡを

行った場合は、1月につき 150 単位を所定単位数から減算する。 

 

ハ サービス提供体制強化加算 

注１ 厚生省告示第 95号（同告示第二十三イ（２）を除く。）に適合しているものとし

て市長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った通所型サービスＡ事業所

が利用者に対し、通所型サービスＡを行った場合は、厚生省告示第 95 号（同告示第

二十三イ（２）を除く。）及び通所型サービスＡ費イ・ロ注１ただし書に掲げる区分

に従い、利用者の区分に応じて、1月につき、次に掲げる所定単位数を加算する。 

ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるそ

の他の加算を算定しない。 

⑴ サービス提供体制強化加算(Ⅰ) 

サービス提供体制強化加算(Ⅰ)(一)(事業対象者・要支援１)88 単位（1月につき） 

サービス提供体制強化加算(Ⅰ)(二)(要支援２）     176 単位（１月につき） 

⑵  サービス提供体制強化加算(Ⅱ) 
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サービス提供体制強化加算(Ⅱ)(一)(事業対象者・要支援１)72 単位（1月につき） 

サービス提供体制強化加算(Ⅱ)(二)(要支援２）     144 単位（１月につき） 

⑶  サービス提供体制強化加算(Ⅲ) 

サービス提供体制強化加算(Ⅲ)(一)(事業対象者・要支援１)24 単位（1月につき） 

サービス提供体制強化加算(Ⅲ)(二)(要支援２)      48 単位（１月につき） 

注２ サービス提供体制強化加算については、第９条の支給限度額の対象外の算定項

目とする。 

 

ニ 介護職員処遇改善加算 

注 介護職員処遇改善加算については、通所介護相当サービス費の介護職員改善加算

の算定要件等を準用する。この場合において、「イからヲまで」とあるのは「通所型

サービスＡ費のイからハまで」と読み替えるものとする。 

 

ホ 介護職員等特定処遇改善加算 

注 介護職員等特定処遇改善加算については、通所介護相当サービス費の介護職員等

特定処遇改善加算の算定要件等を準用する。この場合において、「イからヲまで」と

あるのは「通所型サービスＡ費のイからハまで」と読み替えるものとする。 

 

ヘ 介護職員等ベースアップ等支援加算 

注 介護職員等ベースアップ等支援加算については、通所介護相当サービス費の介護

職員等ベースアップ等支援加算の算定要件等を準用する。この場合において、「イか

らヲまで」とあるのは「通所型サービスＡ費のイからハまで」と読み替えるものとす

る。 

 

ト 軽度化加算                       30 単位（1月につき） 

注 軽度化加算については、訪問型サービスＡ費の軽度化加算の算定要件等を準用す

る。 

 

チ 自立支援促進体制加算                   20 単位（1月につき） 

注 市長が別に定める基準を満たす自立支援促進体制を市長に届け出た場合に算定で

きるものとする。 

 

７  ケアマネジメントＡ費 

イ ケアマネジメントＡ費                 442 単位（1 月につき） 

注１ 豊中市介護予防ケアマネジメント実施要綱に基づき、ケアマネジメントＡ（原則

的な介護予防ケアマネジメント）を実施した場合に、所定単位数を算定する。 

注２ 厚生省告示第 95 号を満たさない場合は、高齢者虐待防止措置未実施減算として、
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所定単位数の 100 分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

注３ 厚生省告示第 95号を満たさない場合は、業務継続計画未策定減算として、所定

単位数の 100 分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

 

ロ 初回加算                       300 単位（1 月につき） 

注 介護予防ケアマネジメント事業所（介護予防ケアマネジメントの事業を行う事業

所をいう。以下同じ。）において、新規に介護予防ケアプラン（介護予防ケアマネジ

メント事業所が作成する介護予防サービス計画（法第８条の２第１６項に規定する

介護予防サービス計画をいう。）に類するものをいう。以下同じ。）を作成する利用者

に対し介護予防ケアマネジメントを行った場合については、初回加算として、１月に

つき所定単位数を加算する。 

 

ハ 委託連携加算                     300 単位（1 月につき） 

注 介護予防ケアマネジメント事業所が利用者に提供する介護予防ケアマネジメント

を指定居宅介護支援事業所（指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基

準（平成 11 年厚生省令第 38 号）第２条第１項に規定する指定居宅介護支援事業所

をいう。以下同じ。）に委託する際、当該利用者に係る必要な情報を当該指定居宅介

護支援事業所に提供し、当該指定居宅介護支援事業所における介護予防ケアプラン

の作成等に協力した場合は、当該委託を開始した日の属する月に限り、利用者１人に

つき１回を限度として所定単位数を加算する。 

 

８ ケアマネジメントＢ費 

 イ ケアマネジメントＢ費                 442 単位（1月につき） 

注１ 豊中市介護予防ケアマネジメント実施要綱に基づき、ケアマネジメントＢ（簡略

化した介護予防ケアマネジメント）を実施した場合に、所定単位数を算定する。 

注２ 厚生省告示第 95 号を満たさない場合は、高齢者虐待防止措置未実施減算として、

所定単位数の 100 分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

注３ 厚生省告示第 95号を満たさない場合は、業務継続計画未策定減算として、所定

単位数の 100 分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

 

 

ロ 委託連携加算                     300 単位（1月につき） 

注 介護予防ケアマネジメント事業所が利用者に提供する介護予防ケアマネジメント

を指定居宅介護支援事業所に委託する際、当該利用者に係る必要な情報を当該指定

居宅介護支援事業所に提供し、当該指定居宅介護支援事業所における介護予防ケア

プランの作成等に協力した場合は、当該委託を開始した日の属する月に限り、利用者

１人につき１回を限度として所定単位数を加算する。 
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９ ケアマネジメントＣ費 

イ ケアマネジメントＣ費                 742 単位（1 月につき） 

注１ 豊中市介護予防ケアマネジメント実施要綱に基づき、ケアマネジメントＣ（初回

のみの介護予防ケアマネジメント）を実施した場合に、所定単位数を算定する。 

注２ 厚生省告示第 95 号を満たさない場合は、高齢者虐待防止措置未実施減算として、

所定単位数の 100 分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

注３ 厚生省告示第 95号を満たさない場合は、業務継続計画未策定減算として、所定

単位数の 100 分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

 

 

別表第 2   

事業構成 単価（1単位当たり） 

訪問型サービス 

訪問介護相当サービス 

共生型訪問介護相当サービス 10.84 円 

訪問介護相当サービスＡ 

通所型サービス 

通所介護相当サービス 

共生型通所介護相当サービス 10.54 円 

通所型サービスＡ 

介護予防ケアマネジメント 

ケアマネジメントＡ 

10.84 円 ケアマネジメントＢ 

ケアマネジメントＣ 

 


